
 2007年度予算案　補助単価比較表

2007年度の補助単価（案）

年間開設日数

入所児童数   281日以上  200日～280日

 小規模 児童数10人～19人 1,131,000 　　　なし 990,000 1,393,000 262,000 1,510,000 379,000 なし

 基本分 児童数20人～35人 1,683,000 1,612,000 2,015,000 332,000 2,132,000 449,000

児童数36人～70人 2,640,000 2,408,000 2,811,000 171,000 2,928,000 288,000

児童数71人以上 3,594,000 3,204,000 3,607,000 13,000 3,724,000 130,000

 長時間開設加算  長時間開設加算 309,000 296,000 296000（同額）

 障害児受入推進費  障害児受入推進費 687,000       なし なし

 市町村分
 放課後児童クラブ等
支援 事業

都道府県分  健全育成推進事業

（参考）2003年実態調査結果から
 開設日数  学童保育数

 200日以下   214 (2.0)

 201日～250日  2720 (25.1)

 251日～280日   670 (6.2)

 281日～290日  2620 (24.1)

 291日以上  4627 (42.6)

   合計 10851 (100)

 平均開設日数    276日

（全国学童保育連絡協議会調査）

(1)ボランティア派遣事業 １事業
当たり 441,000円
(2)放課後児童等の衛生・安全
対策事業　１市町村当たり
505,000円

  都道府県・政令市・中核市  １
か所当たり 6,000,000

250日の場合
（基準開設日数）

(1)ボランティア派遣事業 １事業当たり 441,000円（同額）
(2)放課後子どもプラン実施支援等事業　１市町村当たり年額
750,000円（新規）
(3)放課後児童等の衛生・安全　対策事業　１市町村当たり
584,000円（79000円増）

放課後児童指導員等資質向上費
　　都道府県・指定都市・中核市１か所当たり
　  1,000,000円

309000（同額）

687000（同額）

2006年度の補助単価

1611000（同額）

200日～249日281日の場合 290日の場合増減 増減

1,611,000 大規模加算分
 （合計額）

全国学童保育連絡協議会作成


